
◎旅行業法の一部を改正する法律 
（平成一六年六月二日法律第七二号）   

一、提案理由（平成一六年四月二二日・参議院国土交通委員会） 

○国務大臣（石原伸晃君） ただいま議題となりました旅行業法の一部を改正する法律

案及び海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案の提案理由につ

きまして御説明申し上げます。 

 まず、旅行業法の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 平成十四年三月に閣議決定した公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画

におきましては、政府全体として公益法人に係る改革に取り組んでいる中、旅行業法に

つきましても、所要の見直しを行うこととしたところでございます。 

 また、近年、旅行需要がますます多様化、高度化する中で、旅行者の依頼に応じて、

旅行業者が自らの知見や取引関係を利用し、旅行者の個別の希望に対応しながら旅行計

画を作成する旅行形態が増加するとともに、苦情や紛争も、旅行計画の作成から旅程管

理に至るまで、幅広く生じるようになってきています。このため、旅行者の保護の充実

を図ることが重要な課題となっております。 

 これらを踏まえ、旅行需要に柔軟かつ機敏に対応し、また、旅行が計画どおり円滑に

実施されるよう措置を講ずることにより、旅行者の利便を増進していく必要があります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提出することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、旅程管理研修について、国が指定した法人が実施する制度を、国により登録

された法人が実施する制度に改めることとしております。 

 第二に、旅行業務取扱主任者の名称を旅行業務取扱管理者に変更し、旅行に関する計

画の作成等に対する管理及び監督に関する事務を追加することとしています。 

 第三に、新たな旅行契約の態様として、あらかじめ又は旅行者からの依頼により、旅

行に関する計画を作成するとともに、運送又は宿泊のサービスの提供に係る契約を自己

の計算において締結する企画旅行契約を設定し、この企画旅行の実施について旅程管理

業務を講ずることとしております。 

 第四に、旅行業者と取引をした者の債権を保全するための営業保証金及び弁済業務保

証金について、旅行者に限定した還付を行うこととし、旅行者の保護の充実を図ること

としております。 

……………（略）…………… 

 以上が旅行業法の一部を改正する法律案及び海上運送事業の活性化のための船員法等

の一部を改正する法律案を提案する理由です。 

 これらの法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げま

す。 

二、参議院国土交通委員長報告（平成一六年四月二八日） 



○輿石東君 ただいま議題となりました二法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、旅行業法の一部を改正する法律案は、公益法人に係る改革を推進するため、旅

程管理業務に関する研修の課程に係る指定制度を登録制度に改めるとともに、近年の旅

行需要の多様化等を踏まえ、新たな旅行契約の態様の設定、営業保証金制度の改善等旅

行者の利便の増進を図るための所要の措置を講じようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、二法律案を一括して議題とし、旅行業法改正の趣旨、観光立

国実現のための具体策、内航海運業の構造改革の推進、船員労務監査の現状と今後の取

組、船員保険加入率の向上策等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によ

って御承知願います。 

……………（略）…………… 

 次いで、順次採決の結果、旅行業法の一部を改正する法律案は全会一致をもって、海

上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案は多数をもって、いずれ

も原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

三、衆議院国土交通委員長報告（平成一六年五月二七日） 

○赤羽一嘉君 ただいま議題となりました両法律案につき、国土交通委員会における審

査の経過及び結果の御報告を申し上げます。 

 まず、旅行業法の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 本案は、平成十四年三月に閣議決定した「公益法人に対する行政の関与の在り方の改

革実施計画」の中、旅行業に係る公益法人改革を推進するための見直しを行うとともに、

近年、旅行需要が多様化する中で、旅行業者と旅行者の間で苦情や紛争が幅広く生じて

いる状況にかんがみ、旅行者の保護の充実、利便の増進を図るための措置を講じようと

するものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、旅程管理研修について、国が指定した法人が実施する制度を、国により登録

された法人が実施する制度に改めること、 

 第二に、旅行会社があらかじめ旅行計画を策定するこれまでの主催旅行契約を含む新

たな旅行契約の形態として、あらかじめまたは旅行者からの依頼により旅行計画を作成

する企画旅行契約という形態を設定し、この企画旅行の実施について旅程管理業務を講

ずることにより、旅行業者の責任範囲を拡充すること 

などであります。 

……………（略）…………… 

 両法律案は、参議院先議に係るもので、去る五月十九日本委員会に付託され、二十一



日石原国土交通大臣からそれぞれ提案理由の説明を聴取いたしました。 

 二十六日、まず、旅行業法の一部を改正する法律案について質疑に入り、質疑終了後、

採決いたしました結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決い

たしました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 


